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 公益社団法人日本近代五種協会において、債務超過状態が続いているこ

とに関し、行政庁（内閣総理大臣）は本日付けで、同法人に対し、公益社

団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（以下「公益認定法」とい

う。）第 28条第１項の規定による勧告を行いましたので、公表します。 

 
 この勧告は、内閣府公益認定等委員会から行政庁（内閣総理大臣）に対して行われ

た同法第 46条第１項の規定による勧告に基づき行政庁（内閣総理大臣）が行うもので

す。 

 

（勧告の概要） 

公益法人として公益認定法第５条第２号に規定する「公益目的事業を行

うのに必要な経理的基礎」を早急に回復、確立するため、以下の措置を講

ずること。 

（１）可能な限り早期に債務超過を解消すること。そのための具体的か

つ実効性ある取組を規定する計画を策定すること。 

（２）公益財団法人日本オリンピック委員会への返還債務について、こ

れが生じた責任を明らかにするとともに、法人としてとるべき対応

方針を決定し、実施すること。 

（３）各理事及び監事が、役員の義務を十分に果たし、適正な法人運営

ができるよう、法人として必要な措置を決定し、実施すること。  

 等 
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報告徴収・立入検査 事業の適正な運営を確保するため必要な限度で実施（認定法第27条第1項）

※欠格事由に関する事項については行政庁が実施

命令
勧告を受けた公益法人が、正当な理由なく、その

勧告に係る措置をとらなかったとき
→その勧告に係る措置をとるべき旨命令
（認定法第28条第3項） ※公示規定あり

【事前に弁明の機会の付与が必要（行政手続法）】

認定取消し
必要的取消し：欠格事由該当、命令違反等
任意的取消し：認定基準不適合、認定法

その他の法令違反
（認定法第29条第1項、第2項） ※公示規定あり

【事前に「聴聞」を実施（行政手続法）】

行政庁に対する勧告
認定基準適合性等を審査し、必要があると認めるとき
→勧告・命令・認定取消し等の措置をとることについて

内閣総理大臣に勧告（認定法第46条第1項）
※公表規定あり

又は

諮問
行政庁が勧告・命令・認定取消しをしようとする場合

（委員会の勧告を受けて行う場合を除く）
（認定法第43条第1項第2号）

答申
（ ※公表規定あり ）

勧告
任意的認定取消事由（認定基準不適合、認定法
その他の法令違反）に該当すると疑うに足りる

相当な理由がある場合
→期限を定めて必要な措置をとるべき旨勧告

（認定法第28条第1項） ※公表規定あり

勧告・命令・認定取消しを行う場合は、
事前に以下のいずれかの手続が必要
（※欠格事由関係等、一部例外を除く）
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